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「ＯＤＡは尻尾なのか胴体なのか？ーー地域戦略の観点からーー」

山影　進

予備的な問題提起

○ 「アジア・ダイナミズム」（中身はさておき）に日本はウチなのかソトなのか？

日本（日系）企業にとってはウチに入りたい

成功すれば企業は発展、日本がソトなら空洞化の進行

失敗すれば、、、、（あまり考えたくないシナリオ）

日本はウチに居る（ないし入る）ことをめざしてきた（少なくとも２０００年までは）

○ 問題とするのは実態なのか制度なのか？　３つの論理

実態として統合が進展しているのだから、人為的な制度は不要（市場至上主義）

実態に見合った制度が必要（西欧をモデルにしてきた地域統合論）

望ましい実態を現出されるために制度が必要（今の日本に必要な地域戦略論）

私の見方（単なる「管見」ですが）

１． 何はともあれ日本の問題

「第３の開国」提案はどうなった？

経済構造改革への期待、景気回復への期待、輸入大国復帰への期待

近隣アジアからの視点

対外政策（外交）は相手のあるハナシ（日本側の思惑通りには進まない）

日本の変革は日本の主権者の手に全て委ねられている（責任も）

（国内矛盾のはけ口を国外に求めることができるのは大国（覇権国）だけ）

（以下は、日本（経済産業省）の思い通りにいかないことを覚悟して議論）

２． 「経済協力」再考

１９５０年代の経済協力戦略を見直すと、、、（限られた乏しい政策資源を国益（かなり

利己的に定義しているが）のために最大活用しようとする明確な姿勢）

ＯＤＡの変容（賠償、年次供与国、４次にわたる中期計画、戦略援助、大綱）

「アジア」の変容（東南アジアへの賠償、南アジアへの借款、東南アジアへの借款、

中国の登場、次々と卒業へ、とは言っても「アジア重視」は続く）

「総合的経済協力（三位一体の経済協力）」＝援助・投資・貿易

地域戦略（？）としての国際分業追求（日本・NIEs・ASEAN 中国）

　　　１９９７年を「新経済協力」元年にできるか？

アジア通貨危機への対処（ドロナワかも知れないが、「総動員」）

ＯＤＡを有効な必要部品に組み込んだ「体系的な地域戦略」に見える積極活動を展開

３省（通商産業・大蔵・外務）の協力（組織よりは人的要素）



アジア経済再生ミッション（報告９９年１１月）

その後の展開、、、、、

（現在、全体像を描こうと勉強しています）

３． 重層的制度の活用戦略

地域は部分、全体をまず意識、鳥瞰図的な見取り図を

地域戦略を描くのに制度は（単なる便宜だとしても）使える道具

世界—地域（広域〜サブ）—国（ＷＴＯ− ＡＰＥＣ− 東アジア− 日ＡＳＥＡＮ− バイ）

ＡＰＥＣを生み出した通産省（その遺産は今どこに？）

ＡＰＥＣプロセスを減速させた日本（大阪会議、ＥＶＳＬ）

追随を許さなかった日・ＡＳＥＡＮ対話制度（外務・通産・大蔵）

ＡＳＥＡＮ＋３（東アジア）の急速な台頭（首脳・大蔵・通産・外務）

高等戦略で動ける中国、ボトムアップ・コンセンサスの日本

日星ＦＴＡ交渉過程が星やＡＳＥＡＮ諸国に与えた幻滅（私も幻滅したが）

中・ＡＳＥＡＮのＦＴＡ交渉はどうなる？

ＷＴＯ新ラウンドはどうなる？（これがやはり基本の問題か？）

いろいろと不透明なファクターが多いが、日本としてコンティンジェンシーに備えて戦略

を考えるしかないだろう

アメリカ、台湾、香港が入っているＡＰＥＣ（ロシアも入っているが）

相対的に過去の蓄積が大きいＡＳＥＡＮ

結局、重層的枠組みの選択的活用

おわりに

ＯＤＡは中国、ＣＬＭＶ（バイ）、メコン流域、インドシナ全域（地域）に焦点

分野はインフラ整備（産業（農業を含む）、人材育成、法制度）、人道（地雷除去、医

療、初等教育）、知的支援（＝ソフトインフラ整備、政策立案など）に焦点

ＯＤＡを一部分とする「総合的経済協力」の再定義

重層的地域制度の活用（既存の枠組みの選択的活用、新たに必要なら提唱）
















